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平成２９年度以降の評価方法について 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜参考＞ 

文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年６月 30 日文部科学大臣

決定）（抜粋） 

 

【２．基準を策定する目的及び策定の基本的考え方】 

  本基準は以下の考え方の下に策定されたものであり、これに基づき評価を実施する。 

（１） 法律、閣議決定及びその他政府の種々の改革方針において、法人が取り組むべ

きとされた事項に関する実施状況について評価を行うとともに、法人の業務等に係

る国会審議、会計検査、予算執行調査等の指摘事項への取組状況についても評価を

行う。 
 

（２） 主務大臣の下でのＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるという制度改正の趣旨

を踏まえ、法人の業務実績評価（独立行政法人評価制度委員会や政独委が指摘した

事項を含む。）に加え、関連する国の政策評価、行政事業レビュー及び行政評価・監

視の結果を活用して評価する。 

（３） 評価は、評価単位に合わせて行う項目別評価と、項目別評定を基礎とし法人全

体を評価する総合評定によって行う。 

（４）、（５） （略） 

（６） 評価に当たっては、独立行政法人制度創設の趣旨を踏まえ各法人の事務及び事

業の特性に十分に配慮し、業務が効果的かつ効率的に実施されているかどうかの視

点を常に持ち、その業務がどれほどの投入資源を費やしているかについて業務の成

果・効果と対比して評価する。 

（７） （略） 

（８） 評価に当たっては、法人が通則法第 32条第２項、(中略)に基づき作成する、自

ら評価を行った結果を明らかにした報告書を活用して評価する。 

（９） （略） 

（10） 従来、文部科学省独立行政法人評価委員会が自ら設定していた評定区分、総合

評定の方法、評価の結果の様式等を、総務大臣の方針に基づき他府省との間で標準

化し統一性を向上させることにより、他法人や過年度実績との比較可能性を高める

とともに、目標・計画の実施状況、進捗状況及び達成の状況を標準化された評価書

で明らかにすることにより、国民にとって分かりやすい評価を実現し、透明性の確

【評価の流れ】 

 

①  所管課は、日本学生支援機構（機構）から提出された業務実績自己評価書に基

づき、業務の実績及び自己評価について把握し、機構からのヒアリング等を実施

の上、「項目別評定」及び「総合評定」別に評価。  

 

② さらに、所管課において外部有識者からの助言を踏まえた評価を実施。（助言

内容をどのように加味したかについて評価書に記録として残す。） 

 

③ 文部科学大臣が機構の評価を決定。 

 

資料４－１ 
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保・国民への説明責任の徹底（見える化）を図る。 

（11） （略） 

 

【Ⅱ中期目標管理法人の評価に関する事項】 
１．２．（略） 

 

３．各評価の目的・趣旨・基本方針 

（１）年度計画 

① 評価対象年度以降の業務運営の改善に資することを目的とする。また、評価結果を

役職員の処遇等に活用すること等についても留意する。 

② 各事業年度における業務の実績について、中期目標管理法人による自己評価の結果

を踏まえ、中期計画の実施状況等に留意しつつ、法人の業務の実施状況を調査・分析

し、その結果を考慮して各事業年度の業務の実績の全体について総合的な評定を行う。 

③ 目標・計画の達成状況にかかわらず、法人全体の信用を失墜させる不祥事が発生し

た場合は、当該評価項目だけでなく法人全体の評定に反映させるなど、当該年度にお

ける中期目標管理法人のマネジメントの状況にも留意する。 

④ 予測し難い外部要因により業務が実施できなかった場合や、外部要因に対して中期

管理法人が自主的な努力を行っていた場合には、評定において考慮する。 

（２）（略） 

 

４．自己評価結果の活用等 

（１） 通則法第 32条第 2項に基づき作成する自己評価書は、国民に対する説明責任の履

行及び中期目標管理法人の自律的な業務運営の改善への活用等を目的とする。あわせ

て、主務大臣が行う評価のための情報提供に資するものとする。 

（２） （略） 

（３） 年度評価及び中期目標期間評価において、客観性を考慮しつつ自己評価書を十分

に活用し、効果的かつ効率的な評価を行う。質の高い自己評価書が提出され、かつ、

それについて十分な説明責任が果たされている場合は、自己評価書を最大限活用し、

当該自己評価書の正当性の観点から確認すること等を通じて、適切かつ合理的に評価

を行う。 

（４）、（５） （略） 

 

５．評価単位の設定 

項目別評定は、「独立行政法人の目標の策定に関する指針」に基づき、原則、中期目

標を定めた項目を評価単位として評価を行う。 

（中略） 

より的確な評価を実施するため、上記の考えに基づき設定した単位をより細分化し

た単位で項目別評定を行う場合もある。 

 

６．（略） 

 

７．項目別評定及び総合評定の方法、評定区分 

（１） 年度評価 

①項目別評定 
 

・ 原則として、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階的の標語を付すことにより行う。 
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・ 「Ｂ」を標準とする。各評価項目の業務実績と評定区分の関係は以下のとおり。 
 

Ｓ ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び

質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標におい

ては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な

成果が得られていると認められる場合）。  

Ａ ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成

果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又

は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標に

おいては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標

においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。  

Ｄ ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的

な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）

の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずる

ことを命ずる必要があると認めた場合）。  

・ 「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のう

ち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価をせざるを得ない場合や、

一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定し難

い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能。 

Ｓ ：－ 

Ａ ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。） 

Ｄ ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な

措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務

の見直しが必要 

 

 

② 総合評定 
 

・ 総合評定は記述による全体評定を行うとともに、項目別評定及び記述による全体

評定に基づき、評語による評定を付して行う。 

総合評定を行うに当たっては、項目別評定を基礎とし、政策上の要請等、全体評

定に影響を与える事象等を加味するとともに、各項目別評定の分布等に基づき、こ

れを総合的に勘案して評価を行う。 

・ 記述による全体評定は、項目別評定を踏まえ、総合的な視点から以下の事項を記

述する。 
 

ア 項目別評定の総括 

  ・項目別評定のうち重要な項目の実績及び評価の概要 

  ・評価に影響を与えた外部要因のうち特記すべきもの 

  ・事業計画及び業務運営等に関して改善すべき事項及び方策 

   特に、業務改善命令が必要な事項についてはその旨を具体的かつ明確に記

述する。 

  ・目標策定の妥当性について特に考慮すべき事項等 
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イ 全体評定に影響を与える事象 

  ・法人全体の信用を失墜させる事象など、法人全体の評定に影響を与える事

象 

  ・「独立行政法人の目標の策定に関する指針」Ⅱの１（２）の「法人全体を総

括する章」において記載される法人のミッション、役割の達成について特

に考慮すべき事項 

  ・中期計画に記載されている事項以外の特筆すべき業績（災害対応など） 
 

ウ その他特記事項 

・ 評語による評定は、項目別評定及び記述による全体評定を総合的に勘案して行う。 

・ 評定は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階の評語を付すことにより行う。 

・ 各評価項目の業務実績と評定区分の関係は以下のとおり。 
 

Ｓ ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を量的及び質

的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。  

Ａ ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められる。 

Ｂ ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認めら

れる。 

Ｃ ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。  

Ｄ ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求める。  

 


